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研究成果の概要（和文）：市場経済やグローバル化と矛盾しない産業振興を「プロアクティブな産業政策」と定義し、
東アジアを中心にそのような政策事例を収集・比較したうえで、その具体的な内容、つくり方、組織、文書などを解説
する英文・和文の書物を出版した。また研究成果を現実の開発政策に適用するために、本学が国際協力機構（JICA）等
と共同で実施しているエチオピア政府およびベトナム政府との産業政策対話において、カイゼン、官民協力、行動計画
のつくり方などにつき提言を行い、そのいくつかは実際に採用された。

研究成果の概要（英文）：Industrial promotion method consistent with markets and globalization was defined 
as "proactive industrial policy," and relevant policy cases were collected mainly from East Asia for compa
rison and analysis. A book describing concrete content, organization and documentation of proactive indust
rial policy was published in English and Japanese. Research results were applied to development policies o
n the ground through regular industrial policy dialogues with the governments of Ethiopia and Vietnam, whi
ch our university conducts in cooperation with the Japan International Cooperation Agency. In these dialog
ues, proposals on kaizen (Japanese style productivity improvement), public-private cooperation, making of 
an action plan, etc. were offered and some were actually adopted.
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１．研究開始当初の背景 
（１）途上国開発において、かつて市場と政
府のいずれが重要かという論争があった。だ
が現在は、そうした二者択一ではなく両者が
同時に必要であり、官は民を支援する重要な
役割を担うという見解が主流となった。 
 
（２）しかしながら、知識や経験を欠いた途
上国政府が、いかにして民間活動をサポート
すればよいのかの実践論が未発達である。途
上国政府が自国の開発に有益な貢献を行う
ためには、自国の現状に合った政策の具体的
な作成法を学び、実践する必要がある。 
 
２．研究の目的 
（１）市場経済およびグローバル化の要請と
整合的な産業振興を「プロアクティブな産業
政策」と名づけて定式化する。具体的には、
産業政策の内容、策定方法、策定組織の 3点
を主対象に、各国の政策形成（ベストプラク
ティスおよび失敗例）を比較分類し、政策形
成の必要条件、各国の固有性、政府能力と政
策の難易度のマッチングといった項目を抽
出する。 
 
（２）以上で得られた知見を、エチオピアや
ベトナムで実施している産業政策対話（本学
と国際協力機構等が共同実施）に適用し、こ
れらの政府の政策のつくり方の改善を提言
する。また本学に留学している多数の途上国
開発官僚にも講義・論文等を通じて伝える。 
 
３．研究の方法 
（１）政策ケーススタディの蓄積――アジ
ア・アフリカを中心に国別訪問調査を行い、
当該国の政策のつくり方の特徴を抽出した。
またそうした訪問調査の方法論を確立した。
通常は、数カ月の事前調査をへて、各国の関
連官庁、実施機関、民間企業・団体を 1週間
程度集中的に面接し、必要に応じて複数回調
査を行う（エチオピアとベトナムは長期対象
国として多数の訪問を実施）。本研究期間中、
アジアでは 7か国、アフリカでは 6か国を調
査した。また本研究以前の各国訪問調査の結
果も利用した。 
 
（２）体系化――以上の国別分析に基づき、
産業政策の内容、策定方法、策定組織に関し、
成功のための条件、各国ごとの具体的仕組み
などを抽出し、それを一般論と個別国事例の
章に分けて、英語と日本語の書物にまとめた。
この成果を内外の政策会議、学会、シンポジ
ウム等で公表し、研究者・政策担当者と意見
交換を行った。 
 
（３）政策対話――以前から実施している、
エチオピア政府およびベトナム政府との産
業政策対話（いずれも本研究代表者がリーダ
ー、日本政府と共同）を通じて、研究成果を
実際の政策提言として提示し、そのうちのい

くつか（政策形成の必要条件、行動計画の構
成、官民対話の方法など）を実施に移すとと
もに、政策現場からのフィードバックを得た。
なお各国訪問や政策対話の一部は、日本政府
の開発援助予算や民間資金とも組み合わせ
て行った。 
 
４．研究成果 
（１）「中所得のわな」とプロアクティブな
産業政策の必要性――中所得のわなとは、あ
る国が与えられたアドバンテージ（天然資源、
援助、外国投資、地政学的利益など）に対応
する所得水準にしか到達できず、国民や企業
が世界市場で需要される経済価値を創造で
きないために、それ以上登れない状況をさす。
こうしたわなに陥らずに高所得を達成でき
た後発経済は、日韓台シ香などわずかである。
現代の途上国がこのわなを突破するには、単
なる経済自由化や国際統合をこえて、人的資
本（知識、技術、技能、イノベーション）を
支援する政策が不可欠である。スティグリッ
ツ、リン、ロドリック、チャンなどの開発経
済学者は能動的な政府を提唱しているが、具
体的な政策提言には成功していない。また、
「現代でも産業政策は可能か」「政府は優先
業種を指定すべきか」といった問いが今でも
多く発せられるが、プロアクティブな産業政
策の観点からは、これらの「よくきかれる質
問」に整合的に答えることができる。 
 
（２）産業政策の内容――WTO や FTA/EPA に
よる対外自由化の縛りが強い現在において
も、プロアクティブな産業政策は十分可能で
ある。実際、東アジアではそうした政策が多
く採用され、成長に貢献している。WTO 等が
禁止する保護関税・現地化要求・輸出補助金
などは産業政策全体からみるとごく一部で
あり、他の政策メニュー（中小企業振興、経
営技術支援、産学連携、技術教育、工業団地、
技術移転促進等）は何ら制限されない。ゆえ
に自由化の縛りによって産業振興ツールが
奪われるということはない（現在 WTO の専門
家会合で、通商ルールのしばりと産業政策の
関係の明確化の議論に参加）。日本の途上国
産業支援を含む、東アジアの産業政策は実践
的・現場主義的であり、枠組み志向である欧
米の産業支援（法整備、環境・人権保護、マ
ッチングファンド等）とは異なる。東アジア
では通常だが、他地域では必ずしも認知ある
いは効果的に実行されていない政策ツール
として、企業のカイゼン・診断、工科大学の
長期構築、職業訓練と企業ニーズのマッチン
グ、工業団地運営、戦略的外資誘致、中小企
業振興、統合的輸出戦略、新産業創造のため
の包括的政策介入、インフラを核とする地域
総合開発などがある。 
 
（３）産業政策の策定方法――産業政策は文
書化、実施、効果の 3ステップを踏む。目的
は政策効果を得ることであって、文書作成や



予算獲得は手段にすぎないが、それらが自己
目的化している政府は多い。政策効果を得る
ためには、文書化の段階から実施と効果を見
据えた政策形成がなされなければならない。
成功事例は、台湾経済部、シンガポールの企
業誘致、タイの自動車産業等にみることがで
きるが、これらから抽出される必要条件は、
①国家指導者のビジョン、②コンセンサス形
成、③ステークホルダーの実質的参加、④文
書作成過程、⑤明確な権限と責任を持つ担当
組織の 5点である。これらを満たす具体的手
段は複数あり、各国ごとに異なってよいが、
これらを1つでも欠く政策形成は効果を減じ
るというのが本研究の結論である。これをも
ってベトナムの産業政策やわが国民主党政
権時代をみれば、上記条件を 1つも満たさな
かったことがわかる。このように、この基準
は政策形成の有効性を客観的に評価するこ
とができ、また個別の途上国政府に対して彼
らの政策形成の弱点を指摘することも可能
である。実際、エチオピア政府に対してはこ
うした政策診断に基づく協議をおこなった。 
 
（４）産業政策の策定組織――政策形成の上
記 5条件を満たしうる政策組織は、政府の性
格・能力や社会状況を反映して各国ごとにさ
まざまである。それらは、①国家指導者に直
属するエリート集団、②国家協議会（ないし
国民会議、国家委員会等）、③スーパー産業
省、④専門機関（インスティチュート）によ
る調整、⑤強力な国家指導者による制度化を
伴わない指令・調整、に分類される。①は戦
後の東アジアによく見られた仕組みであり、
強い指導者が長期間支配するときによく機
能する。②はより普遍的なメカニズムであり、
指導者のコミットメント、協議会数の限定な
どの条件が揃えば効果が出る。③は日本のか
つての通産省や台湾経済部にみられ、ある省
が産業面で広範な権限と能力をもつときに
実現する。④はタイのタクシン政権や現在の
ドイツに見られる形であるが、権威主義・官
僚主義的政府には向かない。⑤は工業化初期
で産業政策の知識・制度がまだ整わない段階
で採用しうる過渡的形態である。それぞれの
政策組織が機能するには特定の条件が必要
なため、形式的に導入するだけでは効果をあ
げえない。諸条件が満たされるか否か、どの
仕組みが最も適切かは、個別国ごとに判定さ
れねばならない。 
 
（５）産業政策の文書――多くの国の 5カ年
計画、工業戦略、産業マスタープラン等を収
集したが、モデルとなる理想的な政策文書は
発見できなかった。多くの政策文書は長さ・
構成・内容等を十分な検討なしに決めており、
政策目的に照らして意識的・効率的にドラフ
トされたものは少なかった。そのなかで比較
的よいものを参考に、政策のコアとなるべき
「行動計画テンプレート」を作成した。それ
は、①現状分析、②ビジョン、③目標、④政

策分野、⑤行動計画、⑥モニタリングからな
る全 5ページ程度の文書枠組みである。これ
は、当該政策と直接関連のないデータや散漫
な議論を避け、途上国の限られた能力と時間
を有効に使うための工夫である。このテンプ
レートは、ベトナム工業化戦略の行動計画策
定作業（本研究代表者が作業部会長）におい
て、実際に使用された。 
 
（６）マインドセットを変えるための国民運
動――より高度な産業政策として、政府の能
力を高めるのみならず、打ち出された政策に
民間部門が反応しない際にどう対処するか
という問題がある。日韓台ではこうした問題
は発生しなかったが、マレーシアをはじめと
する多くの途上国・新興国では民間企業のダ
イナミズム、長期志向、投資・技術意欲、リ
スクテーキングなどが欠如している。エチオ
ピア政府からは、この問題に対する東アジア
型解決について問われたが、本研究が提示し
た暫定的回答は、「マインドセットを変える
ための国民運動」であった。これは、10年程
度をかけて、意識改革、行動、自立的発展の
3 段階をへて実施される、全国レベルの官民
を挙げての複数プロジェクトの累積である。
成功例としては、戦後日本の農村生活改善運
動や生産性運動、韓国のセマウル運動、シン
ガポールの生産性運動、ルワンダの IT 立国
計画などがあるが、他方で失敗例も多い。こ
れらの運動は、政府がトップダウンで開始し
ながら草の根レベルの自主的行動をうなが
すという側面がある。下からの積極的反応と
経済効果（生産性や農村所得の上昇）を得る
ための条件として、①最高指導者の強い指令
とコミットメント、②国民・政府の意識改革
を促すための定型化されたツールや行動、③
制度的仕組み（階層構造、指導組織、カリキ
ュラム・マニュアル、訓練プログラムなど）、
④最終的に民間移譲するための準備などが
必要である。現在この観点から、エチオピア
政府が日本の支援を受けて実施中のカイゼ
ン運動につき、支援と対話を実施中である。 
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